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１ 背景と目的 

各地方公共団体では、「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」

（平成 17年３月 29日付け総務事務次官通知）や「電子自治体の取組みを加速するた

めの 10の指針」（平成 26年３月 24日総務省自治行政局地域情報政策室）等に基づき

行政改革の取組を進めてきました。 

しかしながら、依然として厳しい地方財政の状況において、限られた経営資源の中

で、高度・多様化する社会課題への対応や少子高齢化等を背景とする労働力の不足が

見込まれ、このような状況下においても質の高い適正な行政サービスを将来にわたっ

て持続的に提供するためには、ＩＣＴ等の積極的な活用や、民間委託等の推進などに

よる更なる業務改革の推進が必要となっています。 

また、効率的な業務執行や市民サービスの更なる向上につなげるため、デジタル化

に迅速に対応するとともに、制度や組織の在り方等をデジタル化に合わせて変革して

いく、社会全体のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）に取り組む必要が生

じたことから、令和２年（2020 年）12 月、総務省は「自治体ＤＸ推進計画」を策定

し、自治体が重点的に取り組むべき事項を具体化しました。 

さらに国は、自治体情報システムの標準化・共通化の取組を推進するため、「地方公

共団体情報システムの標準化に関する法律」を令和３年（2021 年）５月 19 日公布、

同年９月１日施行し、自治体に対して標準化基準に適合したシステムの利用を義務付

けています。 

このような背景から、市では、第７期総合計画で定めた「適正で効率的な行政運営

の推進」に不断に取り組むため、令和３年（2021年）９月に見直した『千歳市行政改

革基本方針』の下、「業務改革（民間委託等の推進やＩＣＴ等の積極的な活用などによ

る更なる業務改革の推進）」と「定数管理（業務量に応じた適正な人員配置）」を改革

手法の２本柱に位置付けています。 

本方針は、毎年度、「業務改革・定数管理」の取組・進捗状況を検証するとともに、

行政改革に関する重点推進項目を決定するため策定するものです。 

 

 

  

厳しい 

地方財政 

少子高齢化 

労働力不足 

行
政
需
要
の
多
様
化 

質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス 

千歳市第７期総合計画 

千歳市行政改革基本方針 

業務改革・定数管理 



2 

 

２ 業務改革 

業務改革は、基本方針に基づき事業規模や業務量の大小を問わず日常的に取り組む

課題です。その進捗については、適正で効率的な行政運営の観点から、毎年、行政改

革推進本部で検証し、その結果についてホームページなどで公表します。 

また、時代の変化を的確に捉え、地域の特性や特色を生かした行政を展開するため、

目指すべき職員像を明らかにした「千歳市人材育成基本方針」に基づく「職員の意識

改革アクションプラン」を着実に実行し、業務改善・意識改革の取組を進めます。 

 

 

（１）行政サービスのアウトソーシング（民間委託等）の推進 

定型的業務や庶務業務をはじめとした事務事業全般にわたり、費用対効果や市

民サービス向上等の観点に立ち、民間活力を活用する取組を推進します。 

これまで市の業務については、戸籍住民課窓口業務やごみ収集業務等、多くの

業務委託を進めてまいりましたが、公の施設の管理運営についても、指定管理者

制度導入済みの施設を含め、管理のあり方について検証を行い、今後も効果的・

効率的に運営します。 

 

【指定管理者モニタリング】 

指定管理者による公の施設の管理運営の適正を期すため、平成 20年（2008年）

１月に定めたモニタリング指針（平成 24年 6月改訂）に基づき毎年度、条例や協

定などに従い適切で確実なサービスが提供されているかを確認します。 

 

1 交通安全教育施設 9 温水プール 

2 共同利用施設（東雲会館、末広会館） 10 在宅福祉総合及び祝梅在宅福祉センター 

3 観光施設（美笛キャンプ場） 11 千歳市営住宅及び共同施設 

4 市営牧場・育成畜舎 12 千歳市道の駅（地域振興施設） 

5 グリーンベルト地下駐車場 13 千歳霊園・末広第１霊園・末広第２霊園 

6 都市公園・公共広場 14 葬斎場 

7 青少年会館 15 図書館 

8 体育施設（総合武道館・スポーツセンター・ 

ふれあいセンター・市民球場・庭球場等） 

16 市民文化センター・市民ギャラリー 

17 千歳公民館 

（図表１）令和６年度（2024 年度） 指定管理者施設一覧 

(2)ICT
活用

(3)重点
推進項目

(1)民間
委託

行政改革 ３つのアプローチ 

・行政需要の多様化 

・費用対効果 

・民間サービスの進化 

・合理性 

・経済性 

・計画性 
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（２）ＩＣＴ等を活用した業務の見直し 

近年、スマートフォンやＳＮＳ、ＡＩ（人工知能）など、ＩＣＴ・デジタル技

術の進歩が著しく、日々の暮らしのあらゆる場面での活用が進んでいます。 

一方、少子高齢化の進展や人口減少社会の到来により、労働力の不足、社会保

障費の増加など、様々な課題が顕在化すると見込まれていることから、それらの

解決に向けては、ＩＣＴ等を一層活用した取組を進める必要があります。 

また、インターネットが広く社会に浸透し、生活やビジネスのあり方が大きく

変わる中、高度化・多様化するサイバー攻撃やデータ漏洩といったリスクに対応

するために、新たな時代の情報セキュリティ対策が求められています。  

これらのことから、利用者目線に立った業務改革を進めるため、次の３項目を

施策の基本目標とします。 

 

１ 行政のデジタル化による市民の利便性向上と業務の効率化 

２ 情報システム全体の最適化及び情報セキュリティ対策 

３ ＤＸの推進 

 

 

千歳市ＤＸ推進計画の策定について 

 

本市のＤＸ推進を迅速かつ着実に実行するため、令

和６年（2024年）３月に「千歳市ＤＸ推進計画」を策

定しました。 

この計画に基づき、千歳市行政改革推進本部を柱と

して各分野において具体的な検討を行う専門部会を

設置するとともに、ＤＸ推進につながる職員（ＤＸ推

進リーダー）の人材育成に取り組むなど、庁内横断的

な推進体制を構築しています。 

また、ＤＸの推進にあたっては、行政の考え方に捉

われない柔軟な発想やアイデアも重要であることか

ら、民間企業等でのノウハウや経験などの専門的な知

見を有するＤＸアドバイザー（外部人材）を活用し、

多角的な視点からＤＸを推進します。 
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（図表２）ＤＸ推進体制 

 

 

（図表３）専門部会設置状況 

 

役割 期間

基幹系システム（20業務）の標準化・共通化に関する事項

の調査・検討
R4～R7

業務効率化やテレワーク推進等につながる文書管理システ

ム及び電子決裁の導入に向けた検討、課題整理等
R4～R7

各公共施設（文化施設、体育施設等）の利用予約システム

の構築を検討
R4～R5

ＡＩ・ＲＰＡの利用状況や課題等を整理するとともに、対

象業務拡大に向けた検討
R4～R7

非常時対応のほか、恒常的な職員のテレワーク制度の必要

性や運用方法等の検討
R4～R7

様々な分野においてデジタル技術を活用した市民サービス

に直結するＤＸの取組に関する具体的な検討や庁内調整
R5～

窓口ＤＸ　作業部会
書かない窓口など、デジタルを活用した窓口改善による市

民サービスの向上を検討
R5～

子育てＤＸ　作業部会 子育てアプリの導入と付帯的なサービスの検討 R5～

防災・インフラＤＸ　作業部会 統合型ＧＩＳの導入検討 R5～

行政サービスＤＸ　作業部会 オンライン手続きの導入（拡大）検討 R5～

自治体ＤＸ　作業部会 通話録音システムの導入検討 R5～

テレワーク推進　専門部会

ＤＸ推進庁内検討　専門部会

専門部会名称

システム標準化・共通化　専門部会

電子決裁・文書管理システム導入検討　専門部会

施設予約システム導入検討　専門部会

ＡＩ・ＲＰＡ推進　専門部会
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（３）重点推進項目 

行政運営上の重要事項や組織を横断する業務の改革等については、トップダウ

ン方式により行政改革推進本部で重点推進項目として決定し、強力に推進しま

す。 

なお、重点推進項目については、市政運営上の重要性や市民サービスへの貢献

などを総合的に勘案し選定します。 

 

令和６年度（2024 年度）は、次の 12 事業を業務改革の重点推進項目に位置づ

け推進します。 

１ 情報システム全体の最適化及び情報セキュリティ対策 

２ 電子決裁の推進 

３ ＡＩ、ＲＰＡの利用推進 

４ デジタルツールを活用した業務改善 

５ オープンデータの推進 

６ 組織・機構の見直し 

７ 職員の意識改革の推進 

８ デジタルデバイド対策の推進（デジタル活用支援） 

９ 自治体情報システムの標準化・共通化 

10 行政手続のデジタル化の推進 

11 ＣＴＳ（Challenge To Scrap）プロジェクトの推進 

12 戸籍新システムの構築によるネットワーク化 

※ 詳細については、12ページ以降を参照 

 

３ 定数管理 

厳しい地方財政の状況においても、時代に即した質の高い行政サービスの実現と、

最小の経費で最大の効果を挙げるという地方自治運営の基本原則に基づき、適正な職

員定数の管理を実施します。 

（１）これまでの取組と職員数の推移  

昭和 60 年 1 月 22 日付け総務省（当時自治省）通知「地方公共団体における行

政改革推進の方針（地方行革大綱）の策定について」以来、国は、地方公共団体

に対して定員適正化計画の策定・実施を要請し、平成 17 年３月 29日付け総務事

務次官通知「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」では、

地方公共団体の総定員について、今後５年間（平成 17 年度（2005 年度）から平

成 21年度（2009年度）まで）で 4.6％を上回る純減を求めていました。 

本市においては、「千歳市集中改革プラン」を策定し、平成 17年（2005年）４
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月１日時点の職員数（特別職、医療職を除く）［ 839人 ］に対し、9.1％（ 76人 ）

の純減となる職員定数［ 763 人 ］以下を目標として取り組み、実現してまいり

ました。 

平成 22年度（2010年度）以降は、地方分権の観点などから地域の実情に応じ、

各地方公共団体が主体的に適正な定員管理に取り組むこととなり、毎年、各部署

の現状や課題、法定定員の充足状況、事務事業量等を勘案し、スクラップ・アン

ド・ビルド方式により組織機構の見直しを図った上で、適正な事務事業の執行が

確保できる必要最小限の人員としています。 

 

（図表４）平成 17 年度（2005年度）～令和６年度（2024年度） 部局別職員数の推移 

 

 

  

起点 終点

平17
(2005)

平22
(2010)

平25
(2013)

平28
(2015)

令元
(2019)

令2
(2020)

令3
(2021)

令4
(2022)

令5
(2023)

令6
(2024)

定数

6 5 5 5 5 5 5 5 5 5

495 472 479 492 505 504 498 497 503 525

（ う ち 派 遣 職 員 ） (18) (3) (6) (7) (5) (9) (9) (8) (9) (8)
（うち特定任期付・再任用
フ ル タ イ ム 勤 務 職 員 ） (0) (0) (0) (1) (3) (5) (4) (6) (8) (5)

企 画 部 33 35 32 41 42 50 48 45 52 63

総 務 部 92 94 91 95 102 86 84 86 91 91

市 民 環 境 部 86 83 88 81 76 76 77 79 80 81

保 健 福 祉 部 140 130 136 147 86 86 87 89 87 89

こ ど も 福 祉 部 72 74 73 71 68 72

産 業 振 興 部 60 47 50 39 38 40 38 37 36 37

観 光 ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ 部 23 22 22 21 22 23 23

建 設 部 75 74 73 57 59 61 62 60 60 63

会 計 室 9 9 9 9 8 9 8 8 6 6

237 241 263 268 295 299 302 303 301 303 314

病 院 事 務 局 21 15 14 14 15 16 16 16 16 15 16

病 院 医 療 職 216 226 249 254 280 283 286 287 285 288 298

136 130 130 131 132 132 132 131 132 133

（ う ち 派 遣 職 員 ） (0) (1) (0) (0) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

63 53 45 44 44 45 46 46 47 49 50

124 89 80 75 75 78 77 76 77 74 83
（ うち 再任 用 フル タ イ ム

勤 務 職 員 ） (0) (0) (0) (0) (0) (1) (1) (1) (2) (1) -

議 会 事 務 局 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

選 挙 管 理 員 会 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

監 査 事 務 局 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

公 平 委 員 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

農 業 委 員 会 5 5 6 6 5 5 5 5 5 5 6

教 育 委 員 会 103 68 58 53 54 57 56 55 56 53 58

1,055 985 997 1,010 1,051 1,058 1,055 1,053 1,060 1,084 1,061

839 759 748 756 771 775 769 766 775 796 763

定数外職員を除く職員数→ 781

※　各年４月１日現在（市長選を控えた年は、市長選後の人事異動発令日）

※　一般職（合計）は、育児休業代替任期付職員を除く。

※　定数外職員を除く職員数は、育児休業代替任期付職員を含み、休職者、休業者及び派遣者を除く。

集中改革プラン

一 般 行 政 職 （ 合 計 ）
※ 病 院 医 療 職 除 く

＜ 常 勤 職 員 ＞

特 別 職

市 長 部 局 ※ 病 院 除 く

一 般 職 （ 合 計 ）

483

病 院

消 防

公 営 企 業

行 政 委 員 会 等

131
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（図表５）平成 17 年度（2005年度）～令和６年度（2024年度） 職員数と人口の推移 

 

（２）定年年齢の引上げ制度に伴う定数管理への影響 

地方公務員の定年年齢が、令和５年度から令和 13 年度まで２年に１歳ずつ段

階的に引き上げられ、令和 13 年度以降は定年年齢が 65 歳となります。定年年齢

の引上げ期間中においては、定年退職者が２年に１度しか生じないこととなりま

すが、適正かつ安定的な人材確保を進めていく観点からは、新規採用について、

将来の職員年齢構成等を考慮して採用者数の平準化を図り、年度間のバラつきを

抑える必要あります。 

このため、定年年齢の引上げ期間中は、一時的に職員数が増加する場合があり

ますが、期間終了までの中長期的な視点から定数管理を行うことが必要となりま

す。 

 

（図表６）定年延長制度の伴う退職者の予定 

 

（３）類似団体との比較 

総務省では「地方公共団体定員管理調査」等に基づき、全国の地方公共団体の

部門ごとに職員数を比較・分析する資料として「定員管理診断表」を提供してい

ます。 

※人口は、平成25年度(2013年度)以前は各年３月31日現在、平成26年度(2014年度)以降は各年１月１日現在。
※職員数は、各年４月１日現在（市長選を控えた年は、市長選後の人事異動発令日）
※職員数は、任期付職員及びフルタイム勤務の再任用職員を含む。

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3 令4 令5 令6

人口 90,507 91,668 92,094 92,323 92,732 93,117 93,546 94,124 94,312 95,459 95,532 95,923 96,428 96,841 97,061 97,552 97,942 97,716 97,664 97,999

職員数（総合計） 1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061 1,064 1,075 1,100

職員数（普通会計計） 733 709 686 678 673 671 662 667 666 667 663 673 680 683 687 690 685 686 703 717

人口1万人当たりの

普通会計職員数
80.99 77.34 74.49 73.44 72.57 72.06 70.77 70.86 70.62 69.87 69.40 70.16 70.52 70.53 70.78 70.73 69.94 70.20 71.98 73.16

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

86,000

88,000

90,000

92,000

94,000

96,000

98,000

人口（人） 職員数（人）

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3 令4 令5 令6

人口 90,507 91,668 92,094 92,323 92,732 93,117 93,546 94,124 94,312 95,459 95,532 95,923 96,428 96,841 97,061 97,552 97,942 97,716 97,664 97,999

職員数（総合計） 1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061 1,064 1,075 1,100

職員数（普通会計計） 733 709 686 678 673 671 662 667 666 667 663 673 680 683 687 690 685 686 703 717

人口1万人当たりの

普通会計職員数
80.99 77.34 74.49 73.44 72.57 72.06 70.77 70.86 70.62 69.87 69.40 70.16 70.52 70.53 70.78 70.73 69.94 70.20 71.98 73.16

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

86,000

88,000

90,000

92,000

94,000

96,000

98,000

人口（人） 職員数（人）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度 R17年度
(2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030) (2031) (2032) (2033) (2034) (2035)
定年退職

者なし

定年退職

者なし

定年退職

者なし

定年退職

者なし

定年退職

者なし

定年延長

昭和38年生まれ 60歳 61歳

定年延長

昭和39年生まれ 59歳 60歳 61歳 62歳

定年延長

昭和40年生まれ 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳

定年延長

昭和41年生まれ 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳

定年延長

昭和42年生まれ 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年延長

昭和43年生まれ 55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年延長

昭和44年生まれ 54歳 55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年

定年

定年

定年

定年

定年

定年
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これは、人口と産業構造の２つの要素を基準に類型区分されるグループの部門

別平均職員数を算出したもので、部門ごとに超過あるいは未満となっている職員

数を把握することが可能となっています。 

なお、他の市区町村との比較を行う観点から、実施している事業にばらつきが

ある公営企業等会計部門は除外し、普通会計職員数を対象としています。 

 

【類似団体のグループ分け （本市は「一般市 Ⅱ－３」グループ）】 

全市区町村を指定都市・中核市・特例市・一般市・特別区・町村に区分し、一

般市は、下表のとおり人口と産業構造に応じ 16類型に区分しています。 

 

 

（図表７）類似団体区分の判定 

 

■人口１万人当たりの職員数の状況 

「地方公共団体定員管理調査」において、千歳市はⅡ－３（人口 5万以上～10万未

満、三次産業 65％以上）のグループに分類されています。 

この調査結果によると、令和５年度（2023年度）の人口１万人当たりの普通会計職

員数は 71.98 人と、全国 109 団体の類似団体の平均 65.15 人を上回っている状況で

す。 

 
（参考：「類似団体別職員数の状況（令和５年 4 月 1日現在）」総務省自治行政局） 

（図表８）道内類似団体との職員数の比較 

 

  

３次65％以上 ３次65％未満 ３次55％以上 ３次55％未満

0以上～
50,000未満

Ⅰ－３ Ⅰ－２ Ⅰ－１ Ⅰ－０

50,000以上～
100,000未満

Ⅱ－３ Ⅱ－２ Ⅱ－１ Ⅱ－０

100,000以上～
150,000未満

Ⅲ－３ Ⅲ－２ Ⅲ－１ Ⅲ－０

150,000以上～ Ⅳ－３ Ⅳ－２ Ⅳ－１ Ⅳ－０

（一般市）

産業構造
２次，３次90％以上 ２次，３次90％未満

人
口

千歳市

職員数
(R5.4.1)

人口1万人当たり
職員数

(R5.4.1)
人口1万人当たり

北海道 室蘭市 78,252 513 65.56 342 43.7

北海道 恵庭市 70,179 474 67.54 329 46.88

北海道 石狩市 57,954 402 69.37 358 61.77

北海道 千歳市 97,664 703 71.98 514 52.63

北海道 北広島市 57,351 451 78.64 313 54.58

7,909,949 50,882 65.15 40,257 51.55

団体名
住基人口

（R5.1.1）

普通会計 一般行政職部門

Ⅱ－３（109団体）
合　計
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■ラスパイレス指数の状況 

ラスパイレス指数（注１）は、国家公務員の給与水準を 100としたときの各市の給

与水準を示すものです。 

本市のラスパイレス指数は、国家公務員の給与水準より低い 97.2（令和５年４月１

日現在）であり、類似団体平均（注２）の 98.3、全国市平均の 98.6 を下回っている

状況です。 

 

（図表９）過去４年間のラスパイレス指数比較 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準

で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響

を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100として計算した指

数 

   ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指

数を単純平均したもの 

 

４ 組織・業務改革ヒアリング 

業務改革を推進するとともに、職員定数の適正化を図るため各部次長職を対象に

「組織・業務改革ヒアリング」を実施します。 

また、令和６年度（2024年度）の組織・業務改革ヒアリングは、「民間委託」や「Ｉ

ＣＴの利活用」の取組について取りまとめた結果を参考に、各部で作成した次の資料

を基に行います。 

【様式１】組織ヒアリング（各部次長職）シート 

【様式２】組織機構計画書 

【様式３】人員計画書 
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参 考 資 料 

■定員管理診断表 

 前述の類似団体における人口１万人当たりの普通会計職員数の平均値 65.15 人に

「令和５年（2023年）１月１日現在の本市の人口/万人」を乗ずると、 

636人（65.15×97,664／10,000）となり、本市の職員数は類似団体と比べ単純値 

（※1）ベースで 67人（703－636）多い結果となっています。一方、修正値（※2）を

みると、部門別超過率では商工部門が 42.3％と最も高く、衛生 14.9％、議会 11.1％

など、超過している部門もあることから引き続き検討する分野として捉えることがで

きます。 

 

 

（参考：「類似団体別職員数の状況（令和５年４月１日現在）」総務省自治行政局） 

（図表 10）地方公共団体定員管理調査 定員管理診断表 

 

※1 「単純値」…職員が配置されていない団体について考慮することなく集計して、平均値

を算出している。単純値は、普通会計、一般行政部門、総務・企画、衛生といった大部

門以上の定員管理の大まかな状況を把握する場合に適している。 

※2 「修正値」…団体によっては、清掃業務を民間委託している場合や消防業務を一部事務

組合等の所管としている場合など、職員が配置されていない場合があるため、各部門に

実際に職員を配置している団体のみを対象にして平均値を算出している。修正値は、大

R4.4.1 R5.4.1

大 部 門 現 在 現 在 増 減 　単純値 　修正値

職 員 数 職 員 数 住基人口 超 過 数 超 過 率 住基人口 超 過 数 超 過 率

10,000 10,000

A B B-A D E（B-D） E/B×100 F G（B-F） G/B×100

人 人 人 人 人 ％ 人 人 ％

議 会 9 9 8 1 11.1 8 1 11.1
総務・企画 149 161 12 151 10 6.2 156 5 3.1
税 務 27 28 1 40 ▲ 12 ▲ 42.9 40 ▲ 12 ▲ 42.9
民 生 124 126 2 156 ▲ 30 ▲ 23.8 170 ▲ 44 ▲ 34.9
衛 生 76 74 ▲ 2 56 18 24.3 63 11 14.9
労 働 2 2 1 1 50.0 2 0.0
農 林 水 産 20 20 17 3 15.0 22 ▲ 2 ▲ 10.0
商 工 26 26 14 12 46.2 15 11 42.3
土 木 65 68 3 61 7 10.3 63 5 7.4
一般行政計 498 514 16 503 11 2.1 539 ▲ 25 ▲ 4.9
教 育 57 57 84 ▲ 27 ▲ 47.4 60 ▲ 3 ▲ 5.3
消 防 131 132 1 49 83 62.9 131 1 0.8
普通会計計 686 703 17 636 67 9.5 731 ▲ 28 ▲ 4.0
病 院 303 299 ▲ 4
水 道 21 21
下 水 道 25 25
交 通

そ の 他 29 27 ▲ 2
公営企業等会計 378 372 ▲ 6
合 計 1,064 1,075 11

千歳市の職員数の増減 類似団体の単純値及び修正値により算出した職員数との比較

単純値 による比較 修正値 による比較

× ×

※単純値及び修正値の表中の人数は四捨五入しているため、

内訳を足しても必ずしも合計とは一致しない。
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部門よりも細かい中部門又は小部門の職員数を比較する場合に適している。 

※ 「地方公共団体定員管理調査」は、任期付職員、フルタイム勤務の再任用職員を含む。 

 

 

■各部門の構成 

本計画の定数管理で用いる部門は、「地方公共団体定員管理調査」における部門に

合わせています。各部門の主な内容は下表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表 11）行政部門の説明 

 

 

議会 議会事務局

総務・
企画

総務一般、会計出納、管財、企画開発、住民関連一般、防災、広報
広聴、戸籍等窓口、行政委員会（農業委員会事務局除く。）

税務 税務

労働 労働一般

農林水産 農業一般（農業委員会事務局含む。）、林業一般、水産業一般

商工 商工一般、観光

土木 土木一般、用地買収、建築、都市計画一般、都市公園

民生
民生一般、福祉事務所、保育所、社会福祉施設等、各種年金保険関
係

衛生
衛生一般、市町村保健センター等施設、医療施設、公害、清掃一
般、し尿処理、環境保全

教育
教育一般、社会教育一般、文化財保護、公民館、給食センター、小
学校

消防 消防本部、消防署

病院

水道

下水道

国民健康保険、介護保険、公設卸売市場

主な内容

普
通
会
計

一
般
行
政

公
営
企
業
等

会
計

行政部門

福

祉

関

係

その他

会
計

区
分

行
政

区
分

福

祉

関

係

を

除

く

一

般

行

政

教育

消防

病院

水道

下水道






















